Ⅲ.がん検診の受診率向上と小児がん対策について

２０１２年度からの国のがん対策の骨格を定める第２次「がん対策推進基本計画」案がまとまった。「がん対策基本法」に基づき07年に制定された計画の５年ぶりの見直しです。今後。各省協議を行い、５月中の閣議決定を目指しています。

現行計画の大きな目的は、がんによる死亡率を１０年間で２０％減らすことです。そのため、がんの早期発見・治療をめざし、肺がん、胃がんなど全ての検診受診率を2011年度末までに５０％以上とする目標が設定されてきました。しかし、５つのがん検診の受診率は現在20～30％にとどまっています。次期計画でも検診受診率の向上が大きな課題になることは言うまでもありません。

　一方、この間で、乳がんなど女性特有のがんの検診受診率が上昇したことは、今後の検診受診率の向上に向けて、大きな弾みになったことは間違いありません。
　例えば、国民生活基礎調査（１０年）によると、女性の検診受診率は、肺がんが21.2％と低迷したのに対し、乳がん、子宮がんは、それぞれ31.4％、32.0％（過去２年間）と大きくアップしています。
　０９年に女性特有のがんの検診無料クーポンが実現したことで、人々の関心も高まり、受診する人が増え、年代によっては検診受診率が５０％に迫っています。その効果が明確に示されたといえます。さらに、検診受診の手続きの簡素化や受診勧奨の推進など国民の側に立った対策強化が求められています。
また、新計画案では「小児がん対策」がクローズアップされています。小児がんは子どもの病死原因の第１位で、年間２０００～２５００人が発症しています。小児がんは、白血病、脳腫瘍、悪性リンパ腫などが多く、また、治癒した場合でも後遺症による発育・発達障害や臓器障害に加え、２次がんを発症することもあり、患者や家族はさまざまな問題を抱えています。患者や家族が安心して適切な医療を受けられるための取組みも急がれています。

（1）我がまちの検診受診率の実態と、子宮頸がん、乳がん検診クーポン券が果たした役割について伺う

（2）検診受診率の向上についての取組みについて

（3）小児がん対策についての我がまちの取組みについて

<<　参考　>>

3/4読売「がん克服　阻む壁」

3/27東京「がん検診　伸びない受診率」

2/1公明「がん対策の課題」

1/31公明「がん検診が２倍に」

<<　考えられる展開　>>

（2）①厚労省研究班の調査では、何らかの方法で対象者全員に受診勧奨している市区町村は約半数。呼びかけても受診しない人に再度連絡する「コールリコール」は数％。だがこれが最も効果がある。

②富山県では養成講座を受けた住民が「がん対策推進員」として活動。検診時期に近所の人たちに何度も声をかけるなどして受診率アップに貢献している。

③長野県飯田市は2011年度から、がん検診申込書を全世帯に郵送しており、受診者が従来の約２倍に上る見込みだ。同申込書には、検診対象者となる２０歳以上の女性、３５歳以上の男性の名前と、一人一人がどの検診（胃がん・大腸がん・乳がん・マンモグラフィ・子宮がん・肺がん）の対象なのかが分かりやすく表示されている。
各家庭は、この申込書の選択肢（「市の検診を申し込む」「他で受ける」「受けない」など）に丸を付け、組合に提出するか、市に郵送する。
　市のがん検診の受診者数は０９年度、昨年度とも１万１０００人台だったが、今年度は昨年１１月までに２万人を超え、最終的に２万３０００～２万５０００人になる見込み。
　市は「市民総健康」と「生涯現役」をめざした独自の「地域ケア健康計画」を昨年度から始め、その重点プロジェクトの一つが「家族ぐるみで取り組む『がん』対策」。
